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●
関
係
緊
密
化
と
協
力
の
象
徴

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
は
、
過
去
五
○
年
間
で
最

も
良
い
関
係
に
あ
る
と
い
わ
れ
る
（
参
考
文
献

①
）。中

国
は
ベ
ト
ナ
ム
と
一
九
九
一
年
に
国
交
を
回

復
し
、
東
南
ア
ジ
ア
の
全
て
の
国
と
の
国
交
を
正

常
化
し
た
。
そ
れ
以
降
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
の
関
係

改
善
を
進
め
て
き
た
が
、
急
速
に
両
国
・
地
域
の

関
係
が
拡
大
・
緊
密
化
し
た
の
は
二
一
世
紀
に
入

っ
て
か
ら
で
あ
る
。
二
○
○
一
年
に
一
○
年
以
内

の
Ｆ
Ｔ
Ａ
創
設
に
合
意
し
、
二
○
○
二
年
に
は
包

括
的
経
済
協
力
枠
組
み
協
定
（
枠
組
み
協
定
）
に

署
名
し
た
。
二
○
○
三
年
に
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
基

本
条
約
で
あ
る
東
南
ア
ジ
ア
友
好
協
力
条
約
に
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
以
外
の
国
と
し
て
初
め
て
署
名
し
た
。

同
時
に
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
は
平
和
と
繁
栄
の
た

め
の
戦
略
的
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
共
同
宣
言
に
調

印
し
、
中
国
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
初
の
戦
略
的
パ
ー

ト
ナ
ー
と
な
っ
た
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
で

は
中
国
は
最
も
先
行
し
て
お
り
、
二
○
○
五
年
に

関
税
引
き
下
げ
を
開
始
し
た
。
関
係
の
強
化
は
、

経
済
だ
け
で
な
く
、
政
治
・
安
全
保
障
、
社
会
・

文
化
の
分
野
で
も
広
範
に
行
わ
れ
て
お
り
、
現
在
、

首
脳
会
議
を
頂
点
に
閣
僚
会
議
、
高
級
事
務
レ
ベ

ル
会
議
な
ど
二
八
の
協
議
の
場
が
設
け
ら
れ
て
い

る
。Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
の
関
係
は
実
態
経
済
面
で

も
拡
大
・
緊
密
化
し
て
い
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中

国
の
貿
易
は
急
拡
大
を
続
け
て
お
り
、
一
九
九
九

年
に
二
七
一
億
ド
ル
（
中
国
側
通
関
統
計
）
だ
っ

た
往
復
貿
易
額
は
、
二
○
○
五
年
に
一
三
○
五
億

ド
ル
に
達
し
て
い
る
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ

Ａ
）
は
、
政
治
・
安
全
保
障
、
経
済
、
社
会
・
文

化
な
ど
包
括
的
な
関
係
の
拡
大
と
協
力
の
動
き
の

一
環
で
あ
り
、
そ
の
象
徴
と
い
っ
て
よ
い
。
そ
の

こ
と
は
、
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
基
本
的
な
内
容
を
規
定

す
る
「
枠
組
み
協
定
」
が
、
二
○
○
二
年
の
首
脳

会
議
で
、「
南
シ
ナ
海
行
動
宣
言
」、「
非
伝
統
的

安
全
保
障
協
力
宣
言
」、「
農
業
協
力
覚
書
協
定
」

と
同
時
に
署
名
さ
れ
た
こ
と
が
示
し
て
い
る
。「
枠

組
み
協
定
」
は
、
貿
易
の
自
由
化
だ
け
で
な
く
、

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
の
間
で
極
め
て
広
範
な
協
力

を
行
う
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。

枠
組
み
協
定
は
、
二
○
○
二
年
一
一
月
に
カ
ン

ボ
ジ
ア
の
プ
ノ
ン
ペ
ン
で
開
催
さ
れ
た
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
中
国
首
脳
会
議
で
調
印
さ
れ
、
二
○
○
三
年
七

月
一
日
に
発
効
し
た
。
枠
組
み
協
定
は
、
前
文
、

一
五
条
と
三
つ
の
付
則
か
ら
構
成
さ
れ
て
お
り
、

Ｆ
Ｔ
Ａ
を
中
心
と
し
た
経
済
協
力
の
基
本
的
な
内

容
を
規
定
し
て
い
る
。

枠
組
み
協
定
の
内
容
は
、
①
二
○
一
○
年
（
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
新
規
加
盟
国
は
二
○
一
五
年
）
ま
で
に

実
質
的
に
す
べ
て
の
分
野
を
対
象
と
す
る
Ｆ
Ｔ
Ａ

を
実
現
す
る
、
②
サ
ー
ビ
ス
貿
易
と
投
資
の
自
由

化
を
行
う
、
③
農
産
品
（
Ｈ
Ｓ
０
１
│
Ｈ
Ｓ
０

８
）
を
対
象
と
す
る
早
期
自
由
化
（
ア
ー
リ
ー
ハ

ー
ベ
ス
ト
）
を
行
う
、
④
広
範
な
経
済
協
力
を
行

う
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
（
参
考
文
献
①
）。

経
済
協
力
に
は
、
貿
易
・
投
資
の
円
滑
化
と
様

々
な
協
力
が
含
ま
れ
て
い
る
。
貿
易
お
よ
び
投
資

の
促
進
と
円
滑
化
の
た
め
に
、
①
規
格
と
適
合
性

評
価
、
②
貿
易
の
技
術
的
障
害
、
③
税
関
協
力
、

中
小
企
業
の
競
争
力
強
化
、
電
子
商
取
引
、
キ
ャ

パ
シ
テ
ィ
・
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
、
技
術
移
転
の
た
め

の
協
力
を
強
化
す
る
。
優
先
協
力
分
野
は
、
①
農

業
、
②
情
報
通
信
技
術
、
③
人
的
資
源
開
発
、
④

投
資
、
⑤
メ
コ
ン
河
流
域
開
発
、
の
五
分
野
で
あ

る
。
そ
の
他
の
開
発
分
野
は
、
銀
行
、
金
融
、
観

光
、
輸
送
、
通
信
、
知
的
財
産
権
、
中
小
企
業
、

環
境
、
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
、
漁
業
、
林
業
と

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
・
中
国
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
ど
う
み
る
か
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森
林
保
護
、
鉱
業
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
地
域
開
発
で

あ
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
新
規
加
盟
国
（
ベ
ト
ナ
ム
、

ラ
オ
ス
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
）
の
経
済

構
造
調
整
と
中
国
と
の
貿
易
投
資
の
拡
大
の
た
め

の
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
・
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
と
技
術
援
助

を
実
施
す
る
。
な
お
、
協
力
を
加
速
す
る
分
野

（
活
動
）
と
し
て
一
一
分
野
（
表
１
）
を
あ
げ
て

い
る
。

●
緩
や
か
な
規
律
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

関
税
引
き
下
げ
は
、
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
物
品
の
貿

易
に
関
す
る
協
定
（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
中
国
の
包
括

的
経
済
協
力
枠
組
み
協
定
の
物
品
の
貿
易
に
関
す

る
協
定
）
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。
同
協
定
は
、
二

○
○
四
年
一
一
月
に
調
印
さ
れ
、
二
○
○
五
年
七

月
二
○
日
か
ら
施
行
さ
れ
て
い
る
。

関
税
引
き
下
げ
は
、
中
国
お
よ
び
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

６
（
ブ
ル
ネ
イ
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
マ
レ
ー
シ
ア
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
タ
イ
）
と
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
新
規
加
盟
四
カ
国
に
二
分
し
、
別
の
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
で
行
う
。
品
目
は
ノ
ー
マ
ル
・
ト
ラ
ッ

ク
と
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
ト
ラ
ッ
ク
に
分
け
て
い
る
。

ノ
ー
マ
ル
・
ト
ラ
ッ
ク
品
目
は
二
○
○
三
年
七
月

時
点
の
関
税
率
に
よ
り
五
グ
ル
ー
プ
（
新
規
加
盟

国
は
一
一
グ
ル
ー
プ
）
に
分
け
、
段
階
的
に
引
き

下
げ
、
二
○
一
○
年
（
新
規
加
盟
国
は
二
○
一
五

年
）
に
関
税
が
撤
廃
さ
れ
る
（
表
２
）。

例
外
品
目
で
あ
る
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
ト
ラ
ッ
ク

は
、
Ｈ
Ｓ
６
桁
で
四
○
○
品
目
か
つ
二
○
○
一
年

の
輸
入
の
一
○
％
以
下
（
新
規
加
盟
国
は
五
○
○

品
目
）
で
二
○
一
二
年
（
新
規
加
盟
国
は
二
○
一

五
年
）
ま
で
に
二
○
％
、
二
○
一
八
年
（
新
規
加

盟
国
は
二
○
二
○
年
）
ま
で
に
○
〜
五
％
に
引
き

下
げ
れ
ば
よ
い
。
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
ト
ラ
ッ
ク
は
、

セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
リ
ス
ト
と
高
度
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ

・
リ
ス
ト
に
分
け
ら
れ
て
い
る
。

高
度
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
リ
ス
ト
は
セ
ン
シ
テ
ィ

ブ
・
ト
ラ
ッ
ク
の
四
○
％
あ
る
い
は
一
○
○
品
目

（
新
規
加
盟
国
は
一
五
○
品
目
）
を
上
限
と
し
、

二
○
一
五
年
（
新
規
加
盟
国
は
二
○
一
八
年
）
ま

で
に
関
税
率
を
五
○
％
以
下
に
引
き
下
げ
れ
ば
よ

い
。Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
は
、
中
国
を
完
全
な
市
場
経
済
国

と
認
定
し
、
中
国
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
議
定
書
で
規
定

さ
れ
て
い
る
対
中
経
過
的
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
と
繊
維

セ
ー
フ
ガ
ー
ド
を
発
動
し
な
い
こ
と
、
ダ
ン
ピ
ン

グ
価
格
の
比
較
に
中
国
に
お
け
る
国
内
価
格
と
の

比
較
に
基
づ
か
な
い
方
法
を
用
い
な
い
こ
と
が
規

定
さ
れ
た
。

原
産
地
規
則
は
、
累
積
原
産
比
率
四
○
％
以
上

で
あ
り
、
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
同
じ
で
あ
る
。
協
定
の
進

捗
は
監
視
、
見
直
し
が
行
わ
れ
、
二
○
○
八
年
に

セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
ト
ラ
ッ
ク
の
見
直
し
を
行
う
こ

と
に
な
っ
て
い
る
。

Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
関
税
引
き
下
げ
方
式
と
例
外
品

目
の
指
定
は
、
日
本
な
ど
先
進
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
異

な
っ
て
い
る
。
日
本
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
、
発
効
と
同

時
に
大
半
の
品
目
の
関
税
を
撤
廃
し
、
例
外
品
目

は
交
渉
に
よ
り
決
め
て
い
る
た
め
、
一
方
的
に
指

定
で
き
な
い
。
一
方
、
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
全
て
の

品
目
を
段
階
的
に
自
由
化
し
、
例
外
品
目
は
枠
の

範
囲
内
で
自
由
に
指
定
で
き
る
。
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の

「
緩
や
か
な
規
律
」
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
Ｆ
Ｔ
Ａ

で
あ
る
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
Ｃ
Ｅ
Ｐ
Ｔ
（
共
通
効
果
特
恵

関
税
）
方
式
を
踏
襲
し
て
い
る
こ
と
に
よ
る
。

そ
の
た
め
、
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー

ル
を
除
く
す
べ
て
の
参
加
国
が
多
く
の
重
要
な
産

業
・
製
品
を
例
外
と
し
て
い
る
（
表
３
）。

●
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
多
く
の
共
通
点

Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
ベ
ー
ス
に
し
た

た
め
共
通
点
が
多
い
。
関
税
引
き
下
げ
方
式
、
例

外
品
目
指
定
に
加
え
、
四
○
％
の
原
産
地
規
則
、

互
恵
主
義
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
実
現
時
期
が
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と

同
じ
で
あ
る
。
運
用
の
柔
軟
性
も
共
通
し
て
い
る
。

ア
ー
リ
ー
ハ
ー
ベ
ス
ト
は
二
○
○
四
年
に
開
始
さ

れ
た
が
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
参
加
し
た
の
は
二
○
○

五
年
四
月
で
あ
り
、
関
税
撤
廃
は
二
○
○
六
年
一

月
か
ら
で
あ
る
。
二
○
○
五
年
七
月
二
○
日
に
開
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始
さ
れ
た
関
税
引
き
下
げ
に
は
ベ
ト
ナ
ム
が
ま
だ

加
わ
っ
て
い
な
い
。
こ
れ
は
、
加
盟
一
○
カ
国
の

中
で
実
施
可
能
な
国
か
ら
実
施
し
て
い
く
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
の
「
一
○
│
Ｘ
方
式
」
と
類
似
し
て
い
る
。

Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
中
国
が
提
案
し
た
も
の
だ
が
、
交

渉
は
こ
の
よ
う
に
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
が
応
じ
や
す
い
形

で
進
め
ら
れ
た
。
中
国
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
警
戒
心
を

持
っ
て
い
た
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
に
は
、
ア
ー
リ
ー
ハ
ー

ベ
ス
ト
を
含
め
、
中
国
側
の
提
案
は
魅
力
的
に
み

え
た
と
思
わ
れ
る
。

Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
ベ
ー
ス
と
し
た
こ
と
は
交
渉
を
容

易
に
し
た
が
、
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
質
の
点
で
問
題
の

あ
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
す
る
要
因
と
な
っ
た
。
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ

Ａ
は
実
質
的
に
す
べ
て
の
貿
易
を
自
由
化
す
る
Ｆ

Ｔ
Ａ
で
あ
る
と
し
て
い
る
が
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
二
四
条

に
整
合
的
か
は
疑
問
が
多
い
。
た
と
え
ば
、
互
恵

主
義
に
よ
り
関
税
撤
廃
品
目
が
減
少
し
て
し
ま
う
。

関
税
を
撤
廃
す
る
の
は
、
自
国
お
よ
び
相
手
国
が

ノ
ー
マ
ル
・
ト
ラ
ッ
ク
と
し
て
い
る
品
目
に
限
定

さ
れ
て
お
り
、
自
国
が
ノ
ー
マ
ル
・
ト
ラ
ッ
ク
に

指
定
し
て
い
る
品
目
で
も
相
手
国
が
セ
ン
シ
テ
ィ

ブ
・
ト
ラ
ッ
ク
品
目
に
入
れ
て
い
れ
ば
、
自
国
は

実
行
上
関
税
を
引
き
下
げ
る
必
要
が
な
い
た
め
で

あ
る
。
さ
ら
に
、
多
く
の
重
要
な
製
造
業
品
が
例

外
品
目
と
な
っ
て
い
る
。
自
動
車
、
二
輪
車
、
カ

ラ
ー
テ
レ
ビ
は
多
く
の
国
で
例
外
と
な
っ
て
お
り
、

こ
れ
ら
の
品
目
で
貿
易
自
由
化
の
対
象
と
な
っ
て

い
る
の
は
、
中
国
の
オ
ー
ト
バ
イ
、
タ
イ
の
ト
ラ

ッ
ク
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
テ
レ
ビ
な
ど
数
え
る
ほ
ど

で
あ
る
。
ま
た
、
農
産
品
・
食
品
も
多
く
の
国
が

例
外
と
し
て
い
る
。
特
に
、
タ
イ
は
世
界
一
の
米

①シンガポールー昆明鉄道とバンコクー昆明高速道路、②ＧＭＳ首脳会議で決定したメコン河流域（ＧＭＳ）開発の中長期計画の実施、③ＡＳＥＡＮと中国間
の貿易と投資を促進する拠点の指定、④農産品、電子電気機器などの相互承認協定の促進、⑤規格・標準関連機関の協力メカニズムの設立、⑥農業協力に関す
る覚書の実施、⑦情報通信技術における協力の覚え書き調印、⑧ＡＳＥＡＮ－中国協力基金などを使った人的資源開発のためのプログラム開発、⑨ＡＳＥＡＮ
新規加盟国の地域統合とＷＴＯ未加盟国の加盟円滑化のための技術協力、⑩貿易円滑化のための税関協力、⑪知的財産権保護のための関係当局間の協力

表 1　協力を加速する分野

遅くとも 2005 年 7月 1日まで 遅くとも 2007 年 1月 1日まで 遅くとも 2009 年 1月 1日まで 遅くとも 2010 年 1月 1日まで
20％以上 20 12 5 0

15％以上　20％未満 15 8 5 0
10％以上　15％未満 10 8 5 0
5％超　10％未満 5 5 0 0

5％以下 現行レートのまま 0 0

表２　ＡＳＥＡＮ６と中国の関税引き下げスケジュール （％）

（出所）Agreement on Trade in Goods of the Framework Agreement on Comprehensive Economic Co-operation between the Association of Southeast Asian Nations and 
the People’s Republic of China（ACFTA 物品貿易協定）.

センシティブ・トラック（HS6桁） 高度センシティブ・リスト（HS6桁）

・ 中国：紙、紙製品 73、繊維 19、農産品・食品 16、輸送機
械 14 など計 161

・ 中国：紙・紙製品 40、農産品・食品 26、木材・同製品 11
など計 100

・ インドネシア：プラスチック・ゴム 91、衣類 67、鉄鋼
41、化学 40、輸送機械 32 など計 349

・ インドネシア：輸送機械 23、農産品・食品 13、プラスチ
ック・ゴム５など 50

・ マレーシア：繊維 49、プラスチック・ゴム 47、鉄鋼 35、
一般機械 35 など計 272

・ マレーシア：鉄鋼 43、輸送機械 17、農産品・食品 13 など
96

・ フィリピン：衣類 77、プラスチック・ゴム 48、輸送機械
42、鉄鋼 31 など計 267

・ フィリピン：農産品・食品 41、プラスチック・ゴム 15、
石・陶磁器・ガラス 9など計 77

・シンガポール：農産品・食品１ ・シンガポール：農産品・食品１

・ タイ：鉄鋼 78、電気機械 49、履物 22、一般機械 19 など
242

・ タイ：農産品・食品 51、輸送機械 22、石・陶磁器・ガラ
ス 16など 100

・ブルネイ：電気機械 28、家具・寝具 13 など 66 ・ブルネイ：輸送機械 34

表３　ＡＣＦＴＡの例外品目（中国とＡＳＥＡＮ６）
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輸
出
国
で
あ
り
な
が
ら
米
を
例
外
と
す
る
な
ど
最

も
多
い
五
一
品
目
を
高
度
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
リ
ス

ト
に
指
定
し
て
い
る
。
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に

は
授
権
条
項
に
よ
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
し
て
通
告
さ
れ
て

い
る
の
は
当
然
で
あ
ろ
う
。

Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
自
由
化
品
目
の
拡
大
と
自
由
化

の
加
速
を
行
っ
て
き
た
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
６
の
場
合
、

Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
実
現
時
期
は
二
○
○
八
年
だ
っ
た
が
、

前
倒
し
を
行
い
二
○
○
二
年
（
一
部
品
目
は
二
○

○
三
年
）
に
完
成
し
、
現
在
は
九
九
％
が
自
由
化

（
○
〜
五
％
へ
の
引
き
下
げ
）
さ
れ
、
製
造
業
品

の
例
外
は
全
く
な
い
。
関
税
撤
廃
は
二
○
一
○
年

で
あ
り
、
自
動
車
な
ど
九
品
目
の
関
税
撤
廃
は
二

○
○
七
年
に
前
倒
し
さ
れ
て
い
る
。
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ

は
、
二
○
○
八
年
に
例
外
品
目
の
見
直
し
を
行
う

こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
自
由
化
の
拡
大
・
加
速

で
も
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
踏
襲
す
べ
き
で
あ
る
。

二
○
○
六
年
五
月
に
調
印
さ
れ
た
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

と
韓
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
Ａ
Ｋ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
の
関
税
引
き

下
げ
ス
キ
ー
ム
は
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
類
似
し
て
い
る
。

Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
前
述
の
と
お
り
多

く
の
共
通
点
を
持
っ
て
い
る
。
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
、
Ａ
Ｃ

Ｆ
Ｔ
Ａ
、
Ａ
Ｋ
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
い
う
東
ア
ジ
ア
一
三
カ

国
中
、
一
二
カ
国
が
参
加
す
る
三
つ
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
が

類
似
し
た
内
容
の
協
定
を
締
結
し
た
こ
と
に
な
る
。

中
国
が
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
ベ
ー
ス
と
し
た
こ
と
は
、
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
意
向
を
尊
重
し
た
と
い
う
面
と
と
も

に
、
漸
進
主
義
、
柔
軟
性
、
内
政
不
干
渉
な
ど
の

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
流
の
意
思
決
定
方
式
が
中
国
に
も
都

合
が
よ
か
っ
た
た
め
と
考
え
ら
れ
る
。
東
ア
ジ
ア

Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
に
主
導
的
な
役
割
を
担

わ
せ
な
が
ら
、
内
容
面
で
は
中
国
が
イ
ニ
シ
ア
チ

ブ
を
と
る
可
能
性
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

●
懸
念
さ
れ
る
経
済
的
に
弱
い
グ
ル
ー

プ
へ
の
影
響

Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
多
く
の
重
要
な
製
造
業
品
を

例
外
と
し
て
い
る
。
例
外
と
な
っ
て
い
る
の
は
、

自
動
車
、
二
輪
車
、
家
電
、
鉄
鋼
、
化
学
品
な
ど

輸
入
代
替
型
で
発
展
し
て
き
た
重
化
学
工
業
が
多

い
。
輸
出
指
向
型
で
発
展
し
て
き
た
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
ー
と
周
辺
機
器
、
電
子
部
品
な
ど
Ｉ
Ｔ
製
品
は
、

関
税
が
す
で
に
ゼ
ロ
あ
る
い
は
極
め
て
低
率
と
な

っ
て
い
る
。
一
方
、
日
用
品
を
中
心
と
す
る
軽
工

業
品
は
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
・
ト
ラ
ッ
ク
へ
の
指
定
が

少
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
重
化
学
工
業
は
関
税
保

護
が
継
続
し
、
Ｉ
Ｔ
産
業
は
す
で
に
自
由
貿
易
と

な
っ
て
い
る
た
め
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
影
響
は
な
く
、
関
税

撤
廃
に
よ
り
中
国
か
ら
の
輸
入
品
と
の
競
合
に
さ

ら
さ
れ
る
の
は
軽
工
業
品
が
多
く
な
る
。
重
化
学

工
業
と
Ｉ
Ｔ
産
業
の
担
い
手
は
主
に
日
系
企
業
な

ど
外
資
企
業
と
地
場
大
手
企
業
で
あ
る
が
、
軽
工

業
は
地
場
中
小
企
業
が
多
い
。
そ
の
た
め
、
地
場

中
小
企
業
が
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
影
響

を
最
も
大
き
く
受
け
る
懸
念
が
あ
る
。

軽
工
業
が
製
造
業
の
主
力
と
な
っ
て
い
る
の
は

新
規
加
盟
国
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
国
別
に
み
る

と
、
新
規
加
盟
国
が
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
る
中
国
か
ら
の

輸
入
増
の
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
影
響
を
最
も
受
け
る
と

考
え
ら
れ
る
。
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
る
中
国
か
ら
の

輸
入
の
増
加
率
が
最
も
高
い
国
は
、
チ
ュ
ラ
ロ
ン

コ
ー
ン
大
学
と
モ
ナ
シ
ュ
大
学
の
行
っ
た
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
と
ベ
ト
ナ
ム
で
あ
り
、
対
中

輸
出
が
一
○
・
一
％
増
加
す
る
の
に
対
し
、
輸
入

は
九
一
・
六
％
と
ほ
ぼ
倍
増
す
る
（
参
考
文
献

②
）。
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
は
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
、

ラ
オ
ス
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
へ
の
影
響
は
試
算
さ
れ
て

い
な
い
が
、
ベ
ト
ナ
ム
よ
り
工
業
化
が
遅
れ
て
い

る
こ
れ
ら
三
国
へ
の
影
響
は
大
き
い
。
新
規
加
盟

国
は
四
カ
国
共
通
し
て
中
国
に
資
源
を
輸
出
し
、

製
造
業
品
を
輸
入
し
て
お
り
、
こ
の
分
業
パ
タ
ー

ン
が
Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
よ
り
強
化
さ
れ
る
可
能
性
が

あ
る
。

Ａ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
、
新
規
加
盟
国
に
対
し
て
は
、

関
税
撤
廃
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
遅
ら
せ
、
よ
り
多
く

の
例
外
品
目
を
認
め
る
な
ど
特
別
扱
い
し
、
中
小

企
業
は
経
済
協
力
の
対
象
と
す
る
な
ど
の
配
慮
を

行
っ
て
い
る
が
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
始
動
に
よ
り
ど
の
よ
う

な
影
響
が
現
れ
る
の
か
を
注
視
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
。

（
い 

し
か
わ　

こ
う
い
ち
／
亜
細
亜
大
学
ア
ジ

ア
研
究
所
教
授
）
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